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小松島市新ごみ処理施設整備事業に係る処理方式詳細比較・事業スキーム構築業務 
委託仕様書 
 
１．業務名 
 小松島市新ごみ処理施設整備事業に係る処理方式詳細比較・事業スキーム構築業務 
 
２. 業務の目的 

本業務は、本市ごみ処理施設整備基本構想（令和６年２月策定）同基本計画（令和７年３
月策定）に基づき、「バイオトンネル方式」と新たに検討対象となった「ERS（急速発酵乾
燥資源化装置）方式」について、技術面や経済性等、多角的な視点から精査するものです。 

特に、ERS 方式による「サーマルリサイクル（燃料化・発電）」の実現可能性を詳細に検
証するとともに、民間が保有する処理機能や資源化インフラの有効活用策を含めた多様な
官民連携スキームの可能性を精査することで、本市にとって最適かつ持続可能な次期ごみ
処理体制の構築（整備・運営手法）に向けた「意思決定の根拠」を確立することを目的とし
ます。 
 
３．建設予定候補地 
（１）所在地：徳島県小松島市芝生町字西浦の一部、字花谷の一部（別図参照） 
 ・現計画による計画面積：約２.４ha 
  ・用途地域：市街化調整区域 
 ・建蔽率：７０％ 容積率：２００％ 
 ・現計画による想定建屋延床面積：約１４,０００㎡ 

・その他、「都市計画条件」「ユーティリティ条件」「施設整備に係る法規制条件」等につ
いては、現行の「小松島市ごみ処理施設整備基本計画（令和７年３月策定）」に基づくも
のとします。 

（参考）現有施設について 
・所在地：徳島県小松島市芝生町字花谷字３番地 

 ・敷地面積：９,７１２．３１㎡ 
 ・処理能力：７０t／日（３５t／日×２炉） 
 
４．本業務の内容 
 上記の計画予定地に、新ごみ処理施設を整備することについて、以下の項目について検討
を行う。 

両方式を、同一の処理条件（能力・期間）において 40 年間のライフサイクルコスト（LCC）
で比較する。 
（１）施設規模の精緻化 
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・ＥＲＳ方式での整備を想定した事業規模の算定（ＥＲＳ装置の基数、固形燃料製造装置
やバイオマスボイラ、発電タービンの規模、最適な施設の配置計画など） 
・バイオトンネル方式についても、最新の市場価格に基づき、マテリアルリサイクル推進
施設を含め事業規模を再積算すること。 

（２）建設費（CAPEX）の算出 
・単なるプラント価格だけでなく、施設内での固形燃料化やサーマルリサイクルに必要と
なる設備（バイオマスボイラ・発電タービン・排ガス処理設備等）を合算した積算を行う
こと。 
・処理時間の差（ERS 方式：約１日、バイオトンネル方式：約１７日間）に伴う「必要建
築面積」の差を算出し、土木建築費に反映させること。 

 ・施設計画の検討（配置、平面、立面、断面、諸室レイアウト、動線、設備、外観等につ
いて検討する） 
・事業スケジュールの検討 

 ・概算事業費の算出（イニシャルコストとランニングコスト） 
（３）運営管理費（OPEX）の算出 

・電力、燃料、薬注、人件費に加え、ERS 方式特有の「個別設備の維持管理に係るコス
ト」など、40 年間の維持管理・更新計画を策定し、現在価値化して算出すること。 

（４）資源化収支のシミュレーション 
・発電電力の施設内利用（オフセット効果）及び余剰電力の活用策、また生成物を燃料と
して外部へ有償・無償提供した場合の物流コストを反映すること。 
・生成物リスクへの対策（生成物を伴わない処理手法）を検証するため、地域内外の民間
処分業者等へのサウンディング（意向調査・ヒアリング）を実施し、受入条件や処理単価
等の基礎データを収集・整理すること。 

（５）事業手法（PPP/PFI）の比較 
・DBO 方式（公設民営）と PFI 方式（BTO・BOO 等）を比較。特に、民間事業者の創
意工夫（発電効率の向上等）を促しつつ、市が長期的に技術リスクを負わないための手法
を提示すること。 
・あわせて、市が自ら新施設を整備・保有する手法にとどまらず、地域内外に存在する「民
間が保有する処分機能・資源化インフラ」を有効活用した多様な官民連携スキーム（民設
民営方式等）の採用可能性についても、法制度、技術面、及び 40 年間の財政負担の観点
から比較を行うこと。 
・将来的な環境変化（人口減少やごみ排出量の変動）に伴う事業の柔軟性を評価するため、
上記サウンディング結果に基づく民間委託を選択した場合の財政削減効果（VFM）及び
リスク低減効果について、他方式と比較検証すること。 

（６）ERS 方式特有のリスク抽出と対策 
・技術リスク：本市のごみ質による性能未達（乾燥不良、発熱量不足）時の責任の所在。 
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・需要リスク：生成物（RDF）の引き取り先が不在となった場合の代替処分経路と追加コ
ストの分担。 

（７）VFM（Value for Money）の試算 
・市直営（公定価格：PSC）と比較し、民間委託による効率化（スケールメリットや技術
力）がどれほどの財政削減効果を生むか、割引率を設定して試算すること。 

（８）住民合意形成支援について 
 ・住民説明会用資料の元となる基礎資料の作成。 
 
５．その他検討事項 
（１）「燃やさない方針」との整合性論理の構築 

・サーマルリサイクルの導入が、単なる「焼却」ではなく「化石燃料代替エネルギーの産
出」であることを、LCA（ライフサイクルアセスメント）の観点から CO2 削減量として
定量化すること。 

（２）大学等研究機関との連携 
・本業務は、市が別途委託する大学等研究機関との緊密な連携を前提とする。受託者は月
1 回程度の三者協議（市・受託者・大学）に参加すること。 
・市が別途委託する大学の研究データ（水分量変化による発酵・乾燥の相関関係等）を共
有し、シミュレーションのパラメータに反映させること。※大学での検証結果は、令和８
年１０月頃完了予定。 

（３）出口戦略の検討 
・近隣の製紙工場等に対し、ERS 生成物の受入可能性（品質、量、価格）についてヒアリ
ングを行い、現実的な利活用ルートを提示すること。 

 
６．納入成果品 
（１）成果品 
 本業務の成果品は、次のとおりとし、業務完了時に以下を納品すること。 
 なお、成果品の所有権、著作権及び利用権は、市に帰属し、市の承諾なしに使用しまたは
公表してはならない。 

（注） 
・電子データは、直接印刷が可能な解像度の完成原稿のデータ形式（PDF）の他、編集可能 
なデータ形式（ワード、エクセル等）でも納入するものとする。 

 成果品 内容詳細
 業務実施計画書 調査手法、スケジュール、大学等との連携体制。
 比較検討報告書 経済性比較、VFM 試算、リスク分担表を網羅した本編資料。
 意思決定支援用要約資料 住民説明会用基礎資料、Q&A 対応集（想定問答）。
 施設概略図・レイアウト図 両方式の敷地利用イメージ図。
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・その他、業務完了までの打合せ記録簿や関係資料等も市の求めに応じ電子データを納入す 
ること。 
（２）成果品の検品等 
 業務完了時には、市による成果品の確認を受けるものとする。なお、訂正等が必要な箇所
が確認された場合は、受託者は直ちに訂正等を行ったうえで、再度確認を受けるものとする。 
（３）納入期限 

納入期限は、令和９年３月１２日とする。 
 なお、その他業務完了までの打ち合わせ記録簿などは、都度納入すること。 
７．その他 
・受託者は、本業務において知り得た市の情報について、既に公知となっているものを除 
き、第三者に開示し、又は漏洩してはならない。 
・受託者は、本業務の全部を一括又は分割して第三者に再委託することはできない。ただし、
業務の一部（主要な部分を除く）について、あらかじめ本市に書面を提出し承諾を得た場合
はその限りではない。なお、承諾を得た第三者も本仕様書の義務を負うものとし、受託者は
承諾を得た第三者に対し、本仕様書の義務を遵守させるために必要な措置をとらなければ
ならない。 
・本仕様書の解釈に疑義が生じた場合及び定めのない事項については、本市と受託者とが 
協議して決定する。


